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１．はじめに
各自治体における水道料金の設定は地方公営企業法第２１条において，「公
正妥当なものでなければならず，かつ，能率的な経営の下における適正な原
価を基礎とし，地方公営企業の健全な運営を確保することができるものでな
ければならない。」と定められている。ただ実際には様々な要因で各自治体
の水道料金は微妙に異なってしまう現状がある。
一般的に水道料金は総括原価主義，すなわち３から５年間の収支算定期間
における総費用を積み上げ累積欠損金を加えた後，そこから料金収入以外の
収入を控除して，総括原価と等しくなるよう設定される。具体的な総費用は
営業費用（人件費，薬品費，修繕費，動力費，受水費，減価償却費，資産減
耗費，その他維持管理費）と資本費用（支払い利息，資本維持費）とに分か
れ，過去何年間の水に対する需要動向から金額を算出する。
重要となるのは，水道料金算定要領に基づき算定される各費用が「適正に
算定した額」という曖昧なものであり，これをどのように捉えるかは各自治
体によって異なる。そのため，水道事業の効率性に関する研究がAida et al．
［１９９８］，中山［２０００］，原田［２００４］，林田［２０１０］等を中心に頻繁に行われてき
た。その一方で，水道事業の費用関数を推計する作業は桑原［１９９８］，高田・
茂野［１９９８］，Mizutani and Urakami［２００１］，中井［２０１０］，Horn and Saito
理論的な給水原価と実績値との乖離について
ファクトファインディング分析を中心に
キーワード：給水原価，水道事業，理論値，実績値，乖離
田 代 昌 孝
１
［２０１１］等を中心に行われている。
ここでは給水原価を被説明変数にしたモデルの費用関数を想定している。
その理由は，平成１７から２１年度にかけて基本料金や供給単価に比べて給水
原価は大きく変化しているためである。実際，給水原価の決定要因に関する
分析は桑原［１９９８］，中井［２０１０］で行われているものの，問題となるのはモデ
ルで定義された水道料金の理論値と比べて各自治体の実績値がどの程度乖離
しているかである。また，その乖離のファクトファィンディング分析も必要
となろう。本稿では，各自治体における給水原価の理論値と実績値との乖離
がどのような要因に影響を受けているのかを実証分析している。
本稿の構成は以下のとおりである。第２章では山口県の防府市，山口市，
下関市水道局で行ったヒアリング調査から水道料金の設定について考えてみ
る。それを踏まえて，第３章では各自治体における水道料金の格差が実際ど
の程度であるのかを考えてみる。第４章では先行研究で示されたモデルに基
づき，給水原価の理論値を計測してみる。第５章では前章の分析で得られた
給水原価の理論値と実績値との乖離に関するファクトファインディング分析
を行う。おわりにでは全体のまとめと残された課題について述べよう。
２．水道事業に関するヒアリング調査
水道料金の設定について山口県の防府市，山口市，下関市上下水道局を訪
問し，その実態をヒアリング調査してみた。ここではその調査結果を中心に
述べてみよう。具体的な質問項目は，１．料金収入や税金の投入割合，また
は民間への委託具合について，２．営業費用と資本費用全体の内訳とその理
由について，３．料金設定を行う上での特別措置として何を考えているのか
等である。
水道事業は独立採算を基本としているものの，防府市のヒアリング調査か
ら節水機器の普及など環境共生型社会への移行や少子高齢化による人口減少
が原因で，水需要が全国的に減少していることが分かった。そのため，一般
会計からの税金投入も水道事業を操業する上でより重要なものとなってきて
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いる。通常，水道事業に関する不適当経費・行政経費，すなわち一般行政事
務を肩代わりしておくときに生じる経費等を含めて，その性格上地方公営企
業に負担させることが適当でない経費は国が定めた繰出基準に基づき一般会
計からの繰入金によって賄うことが可能である（法第１７条の２第１項第１
号）。また，経営困難経費，すなわち不採算であっても公共性の観点から実
施せざるを得ない事業に要する経費を含めて，その地方公営企業の性質上当
該企業に負担させることが困難な経費についても税金の投入が認められてい
る（法第１７条の２第１項第２号）１）。
それ以外に，各市の水道事業は繰入基準に基づき水源開発一般会計補助金
及び出資金，統合水道一般会計補助金及び出資金，児童手当一般会計補助金
等を利用しているものもある。具体的には，ダム使用権を得るために参画し
た島地川ダム建設に係る負担額だけでなく，統合前簡水建設改良事業のため
に借り入れた企業債元利償還金や地方公営企業職員に係る児童・子ども手当
の一部に充てるために，一般会計から税の投入を行っている。ただ，市独自
の基準に基づく基準外繰入金はあるものの，一般的には総務省の繰出基準に
基づく基準内繰入の繰入金比率となっている。それゆえ，水道事業の経常収
入に占める約９割以上が料金収入である。
このように水道事業は独立採算を堅持しながら，料金収入に頼っている部
分が多い。重要となるのは，料金収入を算定する際に地方公営企業で認めら
れる「適正な原価」を自治体がいかに考えるかである２）。ヒアリング調査か
ら分かったことは，総括原価でも資本費用の部分については自治体で微妙に
１）それ以外にも，災害復旧その他特別の理由により必要がある場合（法１７条の
３），あるいは建設改良工事を行うにあたり自己資本造成のための出資（法１８
条）にも一般会計から補助金を受けることが出来る。具体的には，一般行政事務
に属するサービスの提供を地方公営企業が代行する場合，不採算的経営が不可避
となるようなサービス供給は独立採算から除き，一般会計繰出金のみならず地方
債，国庫補助負担金，地方交付税措置を充てることも可能である（詳細は太田
［１９９０］，３４頁にある）。
２）料金の算定期間については３から５年が基本となっているものの，山口市，下関
市では３年，防府市では料金の長期安定化を図るため５年と微妙な違いがあった。
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異なっていたことである。具体的には，資本費用に含まれる資産維持費は料
金算定の際に純利益となり内部留保となるものであるが，自己資本金に乗じ
る率（自己資本利子とリスク料の合計）については各自治体で統一されてい
ない３）。
さらに，経営効率化のために各自治体の水道事業は水質検査業務，漏水調
査業務等で民間委託を行っているものの，各市で水道事業を操業する環境が
異なることから幾つかの業務では民間委託を行っていないものもある。たと
えば，防府市では水質検査業務，夜間休日における施設運転管理業務を民間
委託する一方で，山口市では浄水場等の維持管理を委託しており，配水施設
及び給水装置の修理，量水器取り換え等については両市とも民間委託してい
る。
同じように平成２２年度における営業費用と資本費用全体の内訳について
も防府市と山口市とで減価償却費と支払利息が多いという点では共通してい
るものの，その理由については両市で異なっている。具体的には，防府市で
は１．水需要の増加に備え島地川ダムの建設を参画したこと，２．地下水汚
染に対処するため各水源地に高度浄水処理施設を設置したこと，３．防府平
野を有し人口密度も高くないことから給水効率が悪く相当規模の配水管布設
が必要となったこと等を理由として挙げている。
その一方で，山口市では安定的な給水サービスを提供することから，水道
施設の構築とそれを維持するための定期的な更新を行っており，必然的にそ
れに係る資本費が大きくなることを理由に挙げている。また，下関市の営業
費用と資本費用全体の内訳は他市に比べて受水費の割合が低く，人件費や減
価償却費の割合が高いのが特徴的である。これは浄水ではなく原水を受水し
ているだけでなく，下関市では浄水場や水質検査義務を直営で行っているこ
とが理由として考えられる。
３）この要因として料金改定においては住民に説明をする必要性を伴うが，自治体に
よっては市議会の圧力により低くしなければならない面もあることがヒアリング
調査から分かっている。
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それ以外に，各自治体で料金設定の際に行われる特別措置の影響で水道料
金が異なる可能性もある。一般的に，基本料金に需要家費と固定費を全額配
賦する原則を適用してしまうと，使用水量の影響を受けずに安定的な収入が
得られるものの，基本料金が高額になってしまうという問題が生じてしま
う。それゆえ，従量料金について基本料金に配賦した額を総括原価から差し
引いた残額を配賦することになっているものの，生活用水への配慮から逓増
料金制を採用しながら均一料金との併用の料金体系を取っている水道事業も
ある。
それに対して，様々な要因の影響を受けて料金設定を行ううえでの特別措
置を行っている水道事業も存在する。具体的には，１．事業の設置者である
首長の政治的方針，２．景気動向等の社会情勢による政策的な料金抑制，３．
近隣事業体の状況や動向，４．議会の意向や動向等の影響を受けて，水道料
金の設定を行うことが考えられる。それ以外にも，水道事業のなかには料金
改定に当たって基本料金の大幅な上昇を防ぐために，当初設定した基本料金
の一定額について従量料金部分に充てる特別措置を行っているものもある。
このように今回のヒアリング調査から考えても，各自治体における水道料金
の設定は様々な要因で異なる可能性があるものと思われる。
３．各自治体における水道料金の格差
前章ではヒアリング調査を通じて水道料金が各自治体で異なる要因を考え
てみた。実際，水道料金の乖離が起こる理由として，先行研究ではいかなる
ものを考えているのであろうか。井上［１９９７］は１．地理的条件，すなわち水
源や水源からの距離，地形，需要密度（広い面積に住宅が散在すると料金が
高くなる。）等の要因だけでなく，２．原水の違いによる水質や卸売価格の違
い，３．設備投資の状況（人口急増による多額投資で資本費が増える），４．
経営の規模と効率性（給水人口が増えると料金が安くなるだけでなく，職員
数によっても料金格差が出る），５．有収率（年間総配水量に占める年間総有
収水量の割合によっても料金が異なる）等の要因で水道料金の乖離が起こる
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可能性を指摘している４）。
また，中井［２０１０］が指摘するように資金不足比率（資金不足額と事業規模
との比）や受水費（用水供給事業から水を購入する費用），受水率（どれだ
け用水供給事業から水を購入しているか）によっても水道料金が異なるかも
しれない５）。それ以外にも，寒冷地帯では水道の維持管理が非常に困難なた
め，その負担が料金に反映されてしまう現状がある。太田［１９８９a］では総括
原価ではなく，各事業法，すなわち各監督官庁に料金規制が大きく関与して
いる６）ことを指摘しており，政治的な要因から各自治体の水道料金が異なる
ことも考えられる。
平成１７から２１年度にかけて指定都市運営，市営における営業費用や資本
費用，及び水道料金の格差がどの程度であったのかは図表１にまとめてあ
る。
ここで分析対象となる都市は６９５の末端給水事業である指定都市運営と市
営の水道事業である７）。図表１を見ると，給水原価や供給単価に比べて家庭
用水道の基本料金は変動係数が０．４３０前後と大きくなっているのが分かる。
また，より重要なのは基本料金の最大が平成１７から２０年度にかけて
３，１５０円と変化していないことである。実際，これらの年度にかけて，家庭
用水道水の基本料金を変化させない自治体が数多く存在していた。このこと
は，各自治体における水道料金の設定について，市議会や隣接自治体の行動
に影響を受けていることを示唆している。したがって，基本料金の値上げ，
あるいは値下げに踏み切った少数の自治体によって家庭用水道料金の格差は
変化してしまう。
４）井上［１９９７］，７８‐８５頁。
５）中井［２０１０］，８３‐９２頁。
６）太田［１９８９a］，４１‐４２頁。
７）但し，平成１７から２１年度にかけて市から政令指定都市になった，吸収・新設合
併した，事業統合や広域企業団になった等の理由で以下の市は分析対象から除い
た。新潟市，浜松市，堺市，岡山市，滝川市，砂川市，歌志内市，本宮市，大月
市，上野原市，佐久市，浜松市，清須市，あま市，木津川市，岩出市，岡山市，
前原市，みやま市，糸島市，大口市，南九州市，伊佐市，姶良市。
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図表１ 水道料金とその要因の格差
単位：円／，円・銭
出所：総務省統計局編『地方公営企業年鑑（平成１７から２１年度）』より推計。
さらに，水道の供給単価，すなわち年間有収水量１当たりの料金収入も
これらの年度にかけては，どの自治体もあまり変化させていなかった。その
一方で，水道の給水原価，すなわち年間有収水量１当たりの費用はこれら
の年度にかけて，多くの自治体が供給単価に比べて大きく変化させている８）。
結果として，平成１７から２１年度にかけてはどの年度も供給単価に比べて給
水原価の変動係数は大きかった。したがって，各自治体における水道事業の
財政を安定させるためには給水原価をいかに抑えるかが重要となる。それゆ
え，給水原価の理論値を計測することが今後重要な作業になるといえよう。
８）分析対象となる６９５の水道事業で考えると，前年度に比べて給水原価より供給単
価を大きく変化させたものは，平成１７から１８年度にかけては１２４団体，平成
１８から１９年度にかけては１１１団体，平成１９から２０年度にかけては１３１団体，
平成２０から２１年度にかけては１２７団体に過ぎない。
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では，実際に給水原価を構成する費用としてどのようなものの格差が大き
いのであろうか。図表１をみると，薬品費の変動係数は平成１７から２１年度
にかけて，どの年度においても１．３を超えており最も大きいのが分かる。し
たがって，各自治体の水質環境が大きく異なることで，給水原価の格差も拡
大してしまう。具体的には，水源水質のトリハロメタン等の濃度を抑えるた
め，あるいはクリプトスポリジウム等の病原性原虫による汚染に対処するた
め，各自治体の水道事業に対する取り組み方が異なる。
さらに，受水費の負担方式には負担金方式と買水方式があるため，どちら
の方式を採用するかによっても，受水費に大きな差が生じることとなる。そ
れゆえ，水道事業の受水費はこれらの年度にかけて変動係数が１を超えてい
た。その一方で，資本費（ここでは受水費のうちの資本費部分と減価償却
費，及び企業債利息の合計）と減価償却費の変動係数はどの年度においても
小さかった。これはどの自治体でも水道施設の老朽化が進んでいることか
ら，これに関する費用が多いのではないかと思われる。
このように各自治体における水道の給水原価，あるいはそれを構成する費
用は微妙に異なる。とりわけ，年間有収水量１当たりの費用である給水原
価は規模の経済が働くため，有収水量が増えるにつれて徐々に減少する。こ
こでは中井［２０１０］と同じように縦軸に給水原価，横軸に有収水量の対数
（LN有収水量）を取った散布図を作成して，給水原価の最適値がどのような
点であるのかを議論してみよう９）。
図表２からも分かるように給水原価と有収水量対数との間にはU字型の曲
線が描けるように思える。実際に後で示す図表３からも分かるように，給水
原価と有収水量対数の２乗との間には正の相関関係があり，水道事業におい
ては規模の経済が発生している。図表２から有収水量対数がおおよそ１０の
地点で最も規模の経済から得られる便益を享受しているのが分かる。具体的
には，平成１７から２１年度にかけての平均値で考えてみると，岐阜県羽島市
９）中井［２０１０］，９１頁。
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図表２ 給水原価と有収水量との関係
単位：円／
出所：図表１と同じ。
は有収水量対数が９．８７６で給水原価が５９．９３円／と最も安くなっている。
それ以外に，赤穂市，伊豆の国市，富士吉田市も給水原価がそれぞれ６３．３６
円／，６４．１２円／，６４．７０円／と安かった。
その一方で，同じようにこれらの年度における平均値で考えてみると，千
葉市，市原市，山武市，鉾田市は給水原価がそれぞれ４４５．１７円／，６０８．７０
円／，６８３．７８円／，６９５．８５円／と高くなっている。より重要なのは，こ
れらの年度にかけて平均で上位のグループにある市，あるいは下位グループ
にある市はどの年度においても同じようなグループに属していたことであ
る。すなわち，給水原価の順序付けが自治体全体でほぼ固定化されてしまっ
ている可能性が示唆される。したがって，前年度に比べて給水原価の順序付
けが変化する，しない自治体はどのような属性を持っているのかの研究もよ
り重要なものとなろう。これについては今後の研究課題とする。
理論的な給水原価と実績値との乖離について ９
４．給水原価の理論値に関する計測
これまで水道事業の効率性に関する研究は確率的フロンティア（SF： Sto-
chastic Frontier）や包絡分析法（DEA： Data Envelopment Analysis）に
基づき分析したものが多い１０）。Aida et al．［１９９８］は職員数，営業費用，有形
固定資産，人口，導送配水管延長等を投入にして，年間総有収水量や営業収
益を産出にした水道事業における効率性の分析を行っている１１）。その後，中
山［２０００］や原田［２００４］は労働，資本，その他投入財を投入して，最大の年間
総有収水量がどの程度であるかの効率性分析を行った１２）。
また，林田［２０１０］では包絡分析法を利用して各自治体における水道事業の
効率値を計測した後に，効率性の格差が裁量，あるいは非裁量要因の影響を
いかに受けるのかを分析している。ここでの分析では有収水量１当たりの
費用金額×年間総有収水量を投入した場合，最大で得られる年間総有収水量
はどの程度であるのかの効率値を計測していた１３）。このように水道事業のお
ける効率性の分析を考える場合，どのようなものを投入して何を産出として
考えるのかが非常に重要になる。また，これまで先行研究が採用してきた産
出の指標が年間総有収水量，営業収益であったことを考慮すると，従来の水
道事業における効率性の分析は費用維持を前提にした生産の最大化に焦点を
置いてきたように思える。
本稿では多くの自治体が供給単価に比べて給水原価を変化させているこ
と，あるいは生産コストの分析に重点を置いていることを考慮して給水原価
に着目している。したがって，ある生産水準を維持しながらの費用，すなわ
ち給水原価を最小化するような効率性の分析が必要となろう。ただ，知る限
りだと確率的フロンティアや包絡分析法に基づき水道事業について生産の最
大化に関連した効率性の分析は種々あるのだが，費用最小化に関連したもの
１０）中山［２００３］では１９９０年代後半から２０００年前半までにおける水道事業の効率性に
関する研究を簡潔にまとめている（詳細は中山［２００３］，１３‐１７頁）。
１１）Aida, Cooper, Pastor, and Sueyoshi [1998], pp. 207-232.
１２）中山［２０００］，９３‐９５頁；原田［２００４］，１１２‐１２８頁。
１３）林田［２０１０］，９６‐１０９頁。
１０ 桃山学院大学経済経営論集 第５４巻第４号
はあまり存在していない。
その一方で，水道事業における費用関数を推計した先行研究としては高
田・茂野［１９９８］，桑原［１９９８］，Mizutani and Urakami［２００１］，中井［２０１０］，
Horn and Saito［２０１１］等がある。高田・茂野［１９９８］は１９８１から１９９５年ま
での『地方公営企業年鑑』からパネルデータを作成した後に，産出量，賃金
率，ネットワーク，ダミー等を説明変数，総費用を被説明変数にした費用関
数を推計している１４）。また，桑原［１９９８］は水道事業者が労働，資本，燃料等
の中間生産物を投入した生産関数を想定して費用関数を推計した１５）。同じよ
うに１１２の水道事業を分析対象にMizutani and Urakami［２００１］も１９９４年の
クロスセクションデータから線形ログ型，トランスログ型，ヘドニック関数
を持つトランスログ型の費用関数の推計を試みている１６）。より最近では，
Horn and Saito［２０１１］が日本にある８３１の水道事業を対象にして，１９９９か
ら２００８年までのパネルデータから線形ログ型，あるいはトランスログ型の
費用関数の推計を行った。Horn and Saito［２０１１］では固定効果を持つ確率
的フロンティアの分析を試みている１７）。
本稿では給水原価を被説明変数にした費用関数に着目しており，それに関
する要因分析を行った先行研究を概観してみよう。桑原［１９９８］は需要構造だ
けでなく，施設効率，労働生産性，建設投資の財源および企業債の状況等を
示す指標や財務状態，公的支援等を説明変数にして，給水原価の規定因を
OLSで回帰分析している１８）。その後，中井［２０１０］では被説明変数に給水原価
を説明変数に有収水量対数，有収水量対数の２乗，受水率，資本費比率，有
収水量／職員数を取ったモデルから給水原価の理論値を計測していた１９）。
１４）高田・茂野［１９９８］，３９‐４３頁。
１５）桑原［１９９８］，５２‐５３頁。
１６）Mizutani and Urakami [2001], pp. 217-228.
１７）Horn and Saito [2011], pp. 6-14.
１８）桑原［１９９８］，４９‐５２頁。
１９）中井［２０１０］，９１頁。また，中井［２００１］でも同じモデルでの推計を行っているが，
ここではこれらの変数のみならず，特定の都道府県における受水率や自己水団体
等のダミーも説明要因に加えて分析を行っている（詳細は中井［２００１］，１８３‐１８８頁）。
理論的な給水原価と実績値との乖離について １１
これらの研究では水道事業において規模の経済や範囲の経済があることは
確認しているものの，モデルから得られる給水原価の理論値と実績値との乖
離については議論していない。そのため，本稿では回帰分析から給水原価の
理論値を計測した後，その値と実績値との乖離に関するファクトファイディ
ング分析を行っている。
初めに，中井［２０１０］と同じようなモデルを引用して，平成１７から２１年度
までにおける給水原価の理論値を計測する作業を行う。もっとも，各変数の
定義については中井［２０１０］のものとは異なる。具体的には，ここでは有収水
量の対数変換をLogに変えてLNで行った。また，受水率については各自治
体の取水能力（／日）を受水（／日）で除することで定義している。それ
以外にも，資本費比率については有収水量１当たりの金額で職員給与費，
支払い利息，減価償却費，動力費，光熱水費，通信運搬費，修繕費，材料
費，薬品費，路面復旧費，委託料，受水費，その他等の費用合計に占める資
本費（受水費のうちの資本費部分と減価償却費，及び企業債利息の合計）の
割合としてデータ加工している。くわえて，有収水量／職員数のデータ加工
についても有収水量を損益勘定所属職員数と資本勘定所属職員数の合計数で
除した。このようなデータ加工をして得られた記述統計は図表３にまとめて
あり，給水原価の記述統計については図表１のものと同じである。そのうえ
で給水原価の理論値を計測するモデルの推計結果は図表４に示した。
図表４からLN有収水量の２乗の符号はすべて正で有意であることが分か
る。したがって，水道事業において規模の経済が発生しているものと思われ
る。ここで考えなければならないのは，モデルから得られた給水原価の理論
値と実績値が各自治体でいかに乖離しているかである。実際，中井［２００１］で
はどのような水道事業が理論的なモデルから得られた給水原価と実績値とで
乖離しているかを計測する作業を行っている２０）。
ここでは各自治体の水道事業において，図表４に示した推計結果を実績値
２０）中井［２００１］，１７８‐１９０頁。
１２ 桃山学院大学経済経営論集 第５４巻第４号
図表３ 給水原価の理論値を計測するモデルに関する記述統計量
（注）１）分析対象となる都市はどの年度でも６９５である。
出所：図表１と同じ。
図表４ 理論的給水原価の推計結果
（注）１）*１０%有意水準，**５%有意水準，***１%有意水準を満たしている。
出所：図表１と同じ。
理論的な給水原価と実績値との乖離について １３
図表５ 乖離が小さな自治体と大きな自治体
単位：円／
出所：図表１と同じ。
に当てはめて理論的な給水原価を計測している。平成１７年度の推計から得
られた給水原価の理論値は，モデル式の理論的な給水原価＝１０６９．９９－
１９１．６６ LN有収水量＋８．７８５LN有収水量の２乗＋３６７．８３資本費比率－０．０９５
有収水量と職員比率＋７４．６９受水率となる。平成１７年度の札幌市では有収
水量が４９７，３０４ ／日であるためLN有収水量は約１３．１２，LN有収水量の２
乗が約１７２．１３であり，また資本費比率が約０．４５３，有収水量と職員比率が
約６９７．４８，受水率が０となっている。したがって，これらの値を平成１７年
度のモデル式に当てはめると札幌市の理論的な給水原価は約１６７．９４円／と
なり，その一方で給水原価の実績値が２２９．７５円／であることから，理論的
な給水原価と実績値との乖離は約－６１．８１円／となる２１）。このような作業を
平成１７から２１年度にかけて末端給水事業である指定都市運営，市営の６９５
となる水道事業で行った。理論的な給水原価と実績値との乖離が最も小さい
な，あるいは大きな自治体５グループは図表５にまとめてある。
２１）実際には小数点第３位以下も計算しているため，実証分析に使っている理論的な
給水原価と実績値との乖離はこの値と微妙に異なる。
１４ 桃山学院大学経済経営論集 第５４巻第４号
図表５を見ると，平成１７年度に理論的な給水原価と実績値との乖離が最
も小さかったのは，山武市の－４４０．７０円／，鉾田市の－４０９．２８円／，市
原市の－３４６．６４円／，千葉市の－１５９．５７円／，いすみ市の－１４８．７０円／
であった。これ以降で乖離の小さい上位３グループについては平成１７か
ら２１年度にかけて山武市，鉾田市，市原市で順序が微妙に異なるのみであ
る。また，分析対象期間でこれらの市は給水原価が全国でも比較的高いグ
ループに属している。
逆に，それが最も大きかったのは阿波市の１０９．３２円／，三笠市の
１０８．８１円／，黒部市の１０６．３７円／，郡上市の１００．０８円／，小浜市の
９５．０１円／であった。以降，三笠市はどの年度においても乖離が最も大き
なグループに属している。さらに，都留市，葛城市，岩見沢市については平
成１８年度以降でこのグループに常に属していた。
５．理論的な給水原価と実績値との乖離に関するファクトファイン
ディング分析
前章では各自治体における理論的な給水原価と実績値との乖離を計測して
みた。ここでは給水のための生産コスト，すなわち営業費用や資本費用を説
明変数としたモデルで理論的な給水原価と実績値との乖離に与える影響の
ファクトファインディング分析をしてみよう。分析に利用したデータは『地
方公営企業年鑑（平成１７から２１年度）』から集めており，プールデータを
作成した後にパネル分析を行う。具体的には，被説明変数となる理論的な給
水原価と実績値との乖離は前章で計測したものを利用する。それに対して，
説明変数となる営業費用には有収水量１当たりの職員給与費，薬品費，委
託料，受水費を考えており，資本費用には有収水量１当たりの支払利息や
減価償却費だけでなく資本費比率も考えている。資本費比率については図表
４の推計に利用したものと同じものを使った。したがって，資本費の中に支
払利息や減価償却も含まれていることから，多重共線性を考慮してこれを含
めたモデルと含めないモデルでの両方で分析を行った。ここで行うファクト
理論的な給水原価と実績値との乖離について １５
図表６ ファクトファインディング分析の記述統計量
単位：円／，円・銭
出所：図表１と同じ。
図表７ ファクトファインディング分析の推計結果
（注）１）*１０%有意水準，**５%有意水準，***１%有意水準を満たしている。
出所：図表１と同じ。
ファインディング分析の記述統計と推計の結果は図表６と７にまとめてあ
る。
どちらのモデルの推計結果もおおむね良好となった。支払い利息や減価償
却費の符号は負で有意となった。それゆえ，水道施設建設に関する費用を内
部留保ではなく企業債で賄う場合，理論的な給水原価と実績値との乖離を縮
１６ 桃山学院大学経済経営論集 第５４巻第４号
小させる可能性があるものと思われる。したがって，各自治体が高度浄水処
理施設やダムの建設を行う場合，企業債を通じて財源調達をしなければなら
ない現状は給水原価を理論的なものに近づける傾向にあるといえる。また，
水道施設の老朽化は減価償却費を増大させることで，それを縮小させるもの
と予測されよう。逆に，資本費比率は正で有意となっており，理論的な給水
原価と実績値との乖離に与える定量的な効果も大きい。これは資本費比率の
分母となる費用合計に含まれるものが広範囲に渡っているためであると考え
ている。
さらに，営業費用では薬品費，委託料，受水費の符号が負で有意となっ
た。それゆえ，水質維持に困難な自治体が増えることで各自治体の薬品費が
変化していき，理論的な給水原価と実績値との乖離が縮小する可能性があ
る。また，水道事業における民間委託の度合いが各自治体で異なることで，
それが縮小することも考えられる。それ以外にも，各自治体が水源から遠く
受水すれするほど，それは小さくなろう。ただ，職員給与費が理論的な給水
原価と実績値との乖離に与える影響は資本費比率を説明変数に含めるか，含
めないかで微妙に異なる。資本費比率を含めると職員給与費の符号は正で有
意となるが，逆にこれを含めないと，この符号は負で有意となっている。こ
の推計結果の解釈は今後の研究課題とする。
６．おわりに
地方公営企業法で水道料金に関する指針は示されているものの，明確な基
準がないことから各自治体の水道料金は微妙に異なっている。それゆえ，水
道事業における効率性の研究がこれまで盛んに行われてきた。また，費用関
数を推計して規模の経済，あるいは範囲の経済が水道事業にあることも先行
研究から確認されている。本稿では平成１７から２１年度において多くの自治
体における水道事業が供給単価に比べて給水原価を変化させていることに着
目して，中井［２０１０］のモデルに基づく費用関数から理論的な給水原価の値を
計測した。そのうえで，モデルから計測された給水原価の理論値と実績値と
理論的な給水原価と実績値との乖離について １７
の乖離に関するファクトファインディング分析が重要となろう。本稿では
『地方公営企業年鑑（平成１７から２１年度）』から得られるデータに基づき，
理論的な給水原価と実績値との乖離に関する要因をパネル分析している。
山口県の防府市，山口市，及び下関市のヒアリング調査から，各自治体で
営業費用と資本費用全体の内訳とその理由について，近隣の自治体でも微妙
に異なることが分かっている。それゆえ，理論的な給水原価と実績値との乖
離に関する説明要因については生産コストを使っている。具体的には，営業
費用として職員給与費，薬品費，委託料，受水費等を考えており，また，資
本費用には支払利息や減価償却費だけでなく資本費比率を用いている。
推計の結果，資本費用である支払利息や減価償却費は負で有意な符号が得
られており，理論的な給水原価と実績値との乖離を縮小させていることが分
かった。それゆえ，ダムや高度浄水処理施設の建設のための費用を企業債で
賄う自治体が増えることで，給水原価が理論的なものに近づくものと考えら
れる。また，営業費用については薬品費，委託料，受水費の符号が負で有意
となっており，乖離値を小さくしている。したがって，水質維持に努力する
自治体や事業の一部を直営ではなく民間委託を行う自治体，あるいは水源か
ら遠い自治体が増えれば増えるほど，各自治体における理論的な給水原価と
実績値との乖離は小さくなるものと考えられる。
ただ，定量的には資本費比率の正の影響が非常に強く，これを含めるかど
うかで職員給与費が乖離値に与える影響が異なってしまった。この推計結果
の解釈については今後の研究課題とする。また，ヒアリング調査から水道事
業は独立採算で行われていることが確認されているとはいえ，他会計からの
補助金も重要な資金源になりつつあることが分かっている。それゆえ，本稿
で行われているファクトファインディング分析には補助金等も説明変数に含
めるべきであろう。ここでは被説明変数である理論的な給水原価と実績値と
の乖離が補助金に影響を及ぼしている可能性があることを考慮して，補助金
を説明要因には加えなかった。それ以外にも，各自治体の地理的環境や人口
や企業数等だけでなく，政治的な要因や隣接自治体の水道事業に関する変数
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も説明要因に加えなければならないであろう。本稿では生産コストのみに着
目をして分析を行ったが，実際には様々なコントロール変数も説明要因とし
て加える必要性がある。
また，本分析の推計結果は幾つかの点を注意して解釈しなければならな
い。ここでは被説明変数に理論的な給水原価と実績値との差額を取っている
ものの，説明変数については差額を取っていない。それゆえ，説明変数に差
額を取った分析も必要かもしれない。また，推計結果の解釈で本稿では説明
しきれていない部分もある。それ以外にも，先行研究では確率的フロンティ
ア，包絡分析法を用いた効率性の分析を行っていることから，これらを用い
た推計結果と本稿で行われたものとで比較する作業が必要となろう。これら
についても今後の研究課題とする。
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The Divergence between Theoretical Cost
and Real Cost to Supply Water
By Using Fact-Finding Analysis
TASHIRO Masayuki
The theoritical and empirical research of management in the Japanese
water supply industry was demonstrated by Aida et al. [1998], Nakayama
[2000], Harada [2004], Hayashida [2010]. These research examine whether
the industry was efficiently managed by employing data envelopment
analysis. On the other hand, Kuwahara [1998], Takada and Shigeno [1998],
Mizutani and Urakami [2001], Nakai [2010], Horn and Saito [2011] examine
economies of scale in Japanese water supply organizations by estimating
cost function to supply water.
The purpose of this study is to analysis various determinants of the di-
vergence between theoretical cost and real cost to supply water by using
panel data from 2004 to 2009. The main results suggested by these regres-
sions are:
(a) Depreciation expenses seem to be consistently negatively correlated
with the divergence with a low coefficient (between -0.423 and -0.987).
Consequently, real cost approaches theoretical cost by an increase of cost
to construct a high water purification facility or a dam.
(b) Interest expense seems to be consistently negatively correlated with
the divergence with a low coefficient (between -0.414 and -1.254). Accord-
ingly, financing cost to construct water purification facility by corporate
debt may be necessary.
(c) Wholesale water cost seem to be consistently negatively correlated with
the divergence with a low coefficient (between -0.566 and -0.726). There-
fore, it is important that water supply authority decreases sales cost to
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supply water.
(d) Chemical cost seem to be consistently negatively correlated with the di-
vergence with a high coefficient (between -1.325 and -4.061). Conse-
quently, various efforts of water supplier to sustain water quality contrib-
ute an approach between theoretical cost and real cost to supply water.
(e) Commission fee seem to be consistently negatively correlated with the
divergence with a slight high coefficient (between -0.887 and -2.074).
Therefore, it is necessary to adopt the policy of entrusting services to a
private entity.
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